
1 

診療・検査医療機関（仮称）、保険医療機関、 

保険薬局、指定訪問看護事業者、助産所の皆さまへ 

 

厚生労働省医政局 

医 療 経 理 室 

医療経営支援課 

 

「令和 3 年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・ 
医療提供体制確保支援補助金」のご案内 

 

新型コロナウイルス感染症が拡大する中で、緊急的臨時的な対応として、都道府県

の指定を受けた診療・検査医療機関(仮称)の発熱患者等に対する診療・検査体制の確

保及び医療機関・薬局等の医療提供体制の確保を図るため、診療・検査医療機関(仮

称)をはじめとする対象医療機関等の感染拡大防止対策等に要する費用を補助してい

ます。該当する医療機関等におかれましては、以下により申請いただきますようお願

いいたします。 

 ※ 本補助金は、原則として、「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防

止・医療提供体制確保支援補助金＊」による補助を受けた医療機関等は対象外と

なります。ただし、同補助金の申請日以降に新たに診療・検査医療機関(仮称)の

指定を受けた医療機関については、同補助金の補助基準額（上限額）が本補助金

の補助基準額（上限額）より低い場合は、差額について本補助金の申請をするこ

とができます。 

＊ 令和３年１月 28 日成立の令和２年度第三次補正予算による「令和２年度新型コロナウイル

ス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補助金」（令和３年２月３日厚生労働省発医政

0203 第５号厚生労働事務次官通知）です（以下同じ）。 

 

 

１． 補助の対象となる医療機関等 

補助の対象となる医療機関等は、①(ⅰ)から(ⅲ)のいずれか又は②に該当する医

療機関等です。また、①(ⅰ)及び①(ⅱ)の両方に該当する医療機関は、①(ⅰ)又は①

(ⅱ)のいずれか一方のみで対象となります。 

※ 令和２年度第二次補正予算の「医療機関・薬局等における感染拡大防止等支

援事業」の補助を受けた医療機関等も補助の対象となります。 

 

① 「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援

補助金」による補助を受けていない医療機関等 

(ⅰ) 診療・検査医療機関（仮称） 

院内等で感染拡大を防ぐための取組を行う、都道府県の指定を受けた診療・

検査医療機関（仮称)（「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感
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染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」＊による補助を受けた

医療機関を除く。） 

※ 当該医療機関については、少なくとも令和３年９月 30 日まで診療・検査

医療機関（仮称）として継続すること。 

＊ 令和 2 年 9 月 15 日の予備費による「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロ

ナウイルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」（令和２年

９月 15 日厚生労働省発医政第 0915 第２号厚生労働事務次官通知）です（以下同じ）。 

(ⅱ) 医療機関・薬局等 

院内等で感染拡大を防ぐための取組を行う、保険医療機関、保険薬局、指定

訪問看護事業者及び助産所（「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイ

ルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」による補助を受

けた医療機関を除く。） 

(ⅲ) 「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感染症疑

い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」による補助を

受けた医療機関 

｢令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感染症疑い

患者を受け入れる救急･周産期･小児医療機関体制確保事業｣による補助を受け

た医療機関のうち、同事業の補助基準額＊（「1,000 万円に、許可病床 200 床

ごとに 200 万円を追加した額」）が「25 万円＋5 万円×許可病床数」より低い

医療機関 

＊ 新型コロナウイルス感染症入院患者受入割当医療機関（重点医療機関、協力医療機関その他の都道

府県が新型コロナウイルス感染症患者・疑い患者の入院受入れを割り当てた医療機関）の場合は、補助基準額

に追加される 1,000 万円を除く。 

※ (ⅲ)は、「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感

染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」によ

る補助を受けた医療機関については、本事業の方が補助基準額（上限額）が

高い場合は、差額分を補助するということです。 

 

② 「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援

補助金」による補助を受けた医療機関 

「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援

補助金」による補助を受けた医療機関のうち、同補助金の申請日以降に新たに診

療・検査医療機関（仮称）の指定を受けた医療機関であって、同補助金の補助基

準額（上限額）が 100 万円より低い医療機関 

※ 当該医療機関については、少なくとも令和３年９月 30 日まで診療・検査医

療機関（仮称）として継続すること。 

※ ②は、「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確
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保支援補助金」の申請日以降に新たに診療・検査医療機関（仮称）の指定を受

けた医療機関については、同補助金による補助を受けた場合であっても、本事

業の方が補助基準額（上限額）が高い場合は、差額分を補助するということで

す。 

 

 

２．補助基準額（上限額）及び補助の対象経費 

（１）補助基準額（上限額） 

補助基準額（上限額）は、以下の区分ごとに、それぞれ次に定める額となり

ます。 

※ 申請書（電子媒体申請用）に必須項目を入力すれば、補助基準額（上限

額）が最も高い区分での申請となります。 

 

① 「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保

支援補助金」による補助を受けていない医療機関等 

(ⅰ) 診療・検査医療機関（仮称）   100 万円 

(ⅱ) 医療機関・薬局等 

・病院・有床診療所（医科・歯科） 25 万円＋5 万円×許可病床数 

・無床診療所（医科・歯科）    25 万円 

・薬局・訪問看護事業者・助産所  20 万円 

(ⅲ) ｢令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感染

症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業｣による

補助を受けた医療機関 

「25 万円＋5 万円×許可病床数」から「令和２年度インフルエンザ流行

期における新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・

小児医療機関体制確保事業」の補助基準額＊（「1,000 万円に、許可病床 200

床ごとに 200 万円を追加した額」）を差し引いた額 

＊ 新型コロナウイルス感染症入院患者受入割当医療機関(重点医療機関、協力医療機関その他の

都道府県が新型コロナウイルス感染症患者･疑い患者の入院受入れを割り当てた医療機関)の場合は、補助

基準額に加算される 1,000 万円を除く。 

※ (ⅲ)は、「令和２年度インフルエンザ流行期における新型コロナウイル

ス感染症疑い患者を受け入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」

による補助を受けた医療機関については、本事業の方が補助基準額（上限

額）が高い場合は、差額分を補助するということです。 

 

② 「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保  

支援補助金」による補助を受けた医療機関 
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「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保

支援補助金」の申請日以降に新たに診療・検査医療機関（仮称）の指定を受け

た医療機関であって、同補助金の補助基準額（上限額）が 100 万円より低い

医療機関 

・ 病院・有床診療所 100 万円から「令和２年度新型コロナウイルス感染

症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補助金」の補助基準額（25 万円＋

5 万円×許可病床数）を差し引いた額 

・ 無床診療所 100 万円から「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染

拡大防止・医療提供体制確保支援補助金」の補助基準額（25 万円）を差し

引いた額 

※ ②は、「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体

制確保支援補助金」の申請日以降に新たに診療・検査医療機関（仮称）の指

定を受けた医療機関については、同補助金による補助を受けた場合であっ

ても、本事業の方が補助基準額（上限額）が高い場合は、差額分を補助する

ということです。 

 

（２）補助の対象経費 

補助の対象経費については、令和３年４月１日から令和３年９月 30 日まで

にかかる新型コロナウイルス感染症に対応した感染拡大防止対策や診療体制確

保等に要する次の経費です（従前から勤務している者及び通常の医療の提供を

行う者に係る人件費は除く。）。 

・賃金、報酬、謝金、会議費、旅費、需用費（消耗品費、印刷製本費、材料費、

光熱水費、燃料費、修繕料、医薬材料費）、役務費（通信運搬費、手数料、保

険料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費 

 

※ 感染拡大防止対策に要する費用に限られず、院内等での感染拡大を防ぎな

がら地域で求められる医療を提供するための診療体制確保等に要する費用に

ついて、幅広く対象となります。「従前から勤務している者及び通常の医療の

提供を行う者に係る人件費」は対象になりません。 

※ 本補助金は令和３年度の補助金であり、令和２年度の経費は対象になりま

せん。 

※ 令和２年度第二次補正予算による「医療機関・薬局等における感染拡大防

止等支援事業」や「新型コロナウイルス感染症を疑う患者受入れのための救

急・周産期・小児医療体制確保事業」、令和 2 年 9 月 15 日の予備費による

「インフルエンザ流行期における新型コロナウイルス感染症疑い患者を受け

入れる救急・周産期・小児医療機関体制確保事業」、令和２年度第三次補正予

算による「令和２年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体
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制確保支援補助金」の対象経費と同じです。 

 

３．申請書の提出 

（１）提出期限  令和３年９月 30 日（当日消印有効） 

（２）提出方法 以下へ郵送してください。 

住所：〒119-0397 銀座郵便局留 

宛先：厚生労働省 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医

療提供体制確保支援補助金担当 宛 

 

（３）提出書類 ［申請する経費の支出が全て終わっている場合］ 

➀交付申請書（第５号様式） 

➁申請書の別紙 

③厚生労働省への請求書 

④（「診療・検査医療機関（仮称）」の場合のみ） 

「診療･検査医療機関（仮称）」として都道府県から指定を受

けたことを証明する書類（都道府県の指定通知書等の写し） 

⑤申請する経費に係る領収書等の支出額が分かるもの（写し） 

 

［申請する経費の支出が終わっていない場合］ 

①交付申請書（第３号様式） 

②申請書の別紙 

③厚生労働省への請求書 

④（「診療・検査医療機関（仮称）」の場合のみ） 

「診療･検査医療機関（仮称）」として都道府県から指定を受

けたことを証明する書類（都道府県の指定通知書等の写し） 

※ 事後に事業実績報告が必要となりますので、領収書等の証拠

書類は保管しておいてください。 

 

※ 提出書類①～③は以下の厚生労働省ホームページに掲載されていますので、

ダウンロードして記載してください。 

URL: https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17941.html 

※ 提出書類④は、都道府県から指定通知書や指定証明書などの交付を受けて

ください。本補助金の申請日時点で指定通知書等に記載された指定期限が切

れている場合(＊)は、申請日時点で診療・検査医療機関（仮称）の指定期限内

である指定通知書等を入手した上で申請するようお願いします。 ＊ 例えば、

指定期限が令和３年３月 31 日までとされている場合等。 

※ 申請書の作成方法等は、「申請書記載例」を参照してください。 

 

 

下記の厚生労働省ホームページ

からダウンロードしてください。 

下記の厚生労働省ホームページ

からダウンロードしてください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17941.html
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４．補助金の交付決定等 

提出いただいた申請書については、補助対象となる医療機関等であるか等の審査

を行います。審査の結果、補助金の交付を決定した医療機関等には「交付決定通知

書」を郵送するとともに、請求書に記載の金融機関へ振込を行います。 

 

 

５．事業実績報告の提出 

申請時に「申請する経費の支出が終わっていない場合」は、事業（支出）が終わ

った日から１か月以内又は令和４年４月 10 日のいずれか早い日までに事業実績報

告書を提出してください。 

提出方法：以下へ郵送してください。 

住所：〒119-0397 銀座郵便局留 

宛先：厚生労働省 新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医

療提供体制確保支援補助金担当 宛 

   （※交付決定通知と同封されている案内状の通知番号（左

上記載）を封筒に記載して送付ください） 

提出書類：①事業実績報告書（第４号様式） 

②実績報告書の別紙 

③領収書等の支出額が分かるもの（写し） 

 

※ 提出書類①～②は以下の厚生労働省ホームページに掲載されています

ので、ダウンロードして記載してください。 

URL: https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17941.html 

 

 

６．留意事項 

（１）本補助金により 30 万円以上(地方公共団体は 50 万円以上)の機械、器具及び

その他の財産を取得した場合、当該財産を耐用年数より前に補助金の目的外に使

用することや、譲渡、交換、貸付、担保、廃棄する場合には厚生労働大臣の承認

が必要になり、内容によって補助の全部又は一部を返納いただくことになります。 

耐用年数前に廃棄等を行う場合には、厚生労働省医政局医療経理室（電話：03-

3595-2225）までご連絡ください。 

（２）令和３年度の消費税及び地方消費税の確定申告により、補助金に係る消費税及

び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、令和５年６月 30 日までに

第２号様式を厚生労働省へ提出してください。なお、補助金に係る仕入控除税額

がある場合には、当該仕入控除税額を返納いただくことになります。 

※ 提出先：〒100-8916 東京都千代田区霞が関 1-2-2 

厚生労働省医政局医療経理室あて 

（電話番号）03-3595-2225 

下記の厚生労働省ホームページからダ

ウンロードしてください。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_17941.html
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（３）同一の物品等に対して本補助金と他の補助金を重複して受けとることはできま

せん。 

（４）本補助金の申請は、１回限りですので、申請漏れ等ないように確認をお願いし

ます。 

 

 

７．添付資料 

（１）本補助金の概要資料 

（２）令和３年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補

助金に関するＱ＆Ａ 

（3）申請書様式、申請書記載例 

（4）実績報告書、実績報告書記載例 

（5）令和３年度新型コロナウイルス感染症感染拡大防止・医療提供体制確保支援補

助金交付要綱 

 

厚生労働省医政局医 療 経 理 室 

医療経営支援課 

（問合せ先） 

厚生労働省医療提供体制支援補助金 

コールセンター 

電話：０１２０－３３６－９３３ 

（平日 9:30～18:00） 

 


